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質　疑

一般質問

地方創生予算について

問 今回の補正予算では 8,000
万円もの地方創生事業が示

されている。あまり聞いたことの
ない事業の委託料等が目立つが、
どのような経緯で事業化したのか
疑問である。事業申請にあたって、
市内の活動団体へ呼びかけたか。

例えば、北播磨県民局の「北播
磨地域づくり活動応援事業」で採
択された団体には、加西市内の団
体が多い。地道に活動する市内の
諸団体への支援は「地方創生」で

はないのか。なぜ、地元の人たち
が企画し、実行するものが地方創
生事業として採択されないのか疑
問である。

答 地方創生加速化交付金は、
「仕事創生」「地方への人の

流れ」「まちづくり」の分野で、「官
民協働」「地域間連携」を踏まえ
た先駆的な事業であることが基準
にあり、１自治体あたり２事業、
8,000 万円を目安とすることが規
定されています。

事業の委託先について、市とし
て目指すべき方向性があります。
その整合性を慎重に見定め、事業
の効果が最大限見込まれるよう
に、市内団体への支援についても
可能な限り配慮していきたいと思
います。

副市長２名制について

問 もう１人の副市長は、この
４月に農水省からお越しに

なるのか。

答 内閣府から選考結果の連絡
があり、派遣を受けられな

いことになりました。

問 昨年６月、副市長の定数
を「２名」に変えた。当時、

総務部長は「２名制をしく条例を
制定すれば２名を確保する義務が
ある。そのためにあらゆる努力を
する」と答弁したが、これまでど
のような努力をされたか。空席が
９ヵ月になる。このままでいいの
か。

答 強力なリーダーシップが必
要であり、あきらめず招聘

に向けて取り組みます。

問 子供や高齢者の方に安心し
て住んでいただくための防

犯対策について。

答 弱者の安全確保は優先的に
取り組むべき課題であり、

市民共通の認識でもあります。登
下校時の子供が犯罪に遭遇する可
能性が高いことから、青色パト
ロールカーによる巡回を実施して
おり、また、加西市地域子ども見
守り隊には市内 900 人余りが登
録されているところです。

問 刑法犯や窃盗犯の犯罪が増
加している今、行政の認識

と対策について。

答 兵庫県下における犯罪件数
は 10 年間で半減している

ものの、加西警察管内では、車上
荒らしを含む窃盗犯の増加が際
立っており、警察とタイアップし
た防災ネットのメール配信、防犯
協会の見回りボランティア、青色
パトロールカーによる巡回、駐在
所便り等の広報回覧等で注意喚起
しているところです。

問 防犯カメラの設置が犯罪抑
止力につながると考える

が、140 万円の予算で十分に対応
できるのか。

答 警察や地域住民の声を聞き
ながら、効果が出る場所を

優先的に計画的な設置を実施した
いと考えています。

問 地域安全 SOS キャッチ電話
をもっと広く周知すべきで

は。

答 平成 26 年度の県下実績は、
事件性のない通報を含む

300 件にとどまっており、今後、
防犯対策の一環として、積極的に
PR したいと考えています。

問 防災・図上訓練の成果は。 

答 発生後の対応に重点を置く
従来型訓練に対して、発生

前の減災対策や訓練に重点を置く
図上訓練では、参加者から「地域
の危険因子や弱点が把握でき、減
災のために必要な取り組みが明確
になった。事前避難の重要性を再
認識した。」とのご意見をいただ
いています。今後も意見を聞きな
がらよりよい訓練となるよう努め
たいと考えています。

■その他の質問項目
・ 中国道バス停側道について
・ 公職選挙法の一部改正について

　　　　深田　真史  議員
（加西の新しい未来を創る政策研究会）

黒田　秀一  議員
（自民の風・誠真会）

安全安心のまちづくりについて

地方創生予算、副市長２名制について 
                                  （議案第 22 号・第 28 号）


